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オスプレイ配備計画撤回を求める意見書

　沖縄や岩国など各地で反対の声が強まる中、日米両政府は、墜落事故が
相次ぐ米海兵隊主力輸送機、ＭＶ２２オスプレイの沖縄配備を決め、山口
県の岩国基地に先行搬入した。
　オスプレイは、１０月には、沖縄普天間基地に配備、本格運用される予
定である。
　沖縄では、県議会や４１市町村の議会と首長すべてが配備に反対してい
る。山口県でも県議会や岩国市議会と首長が搬入に反対し、高知県嶺北４
町村、島根県邑南町でも、オスプレイ配備撤回を求める意見書が可決され
ている。
　９月９日には、１０万人以上が参加してオスプレイ配備に反対する沖縄
県民大会が開かれた。
　オスプレイ配備は、普天間基地がある沖縄県だけでなく、低空飛行訓練
が予定されている日本列島の北から南まで墜落の危険をもたらすことが明
らかになっている。
　オスプレイは、開発段階から墜落等を繰り返し、多数の犠牲者を出して
いる。オスプレイには、オートローテーション機能がないという重大な欠
陥をもっている。オスプレイが配備される普天間基地は、住宅密集地の中
にある「世界一危険」な基地である。そこへ世界一危険なオスプレイを配
備することは、国民・県民生活の安全・安心を守る立場から到底許されない。
　よって、政府に対し、国民の生命、安全及び生活環境を守る立場から、
オスプレイ配備計画の撤回を強く要請する。

再生可能エネルギーの導入促進に向けた環境整備を求める意見書

　昨年８月に成立した「電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達
に関する特別措置法」が、本年７月１日に施行された。これにより、再生
可能エネルギーの固定価格買取制度がスタートし、政府は、この３年間で
集中的に利用拡大を図るとしているが、導入促進に向けての環境整備は不
十分である。
　日本の再生可能エネルギーの利用は、水力発電を除いた実績（２００５
年環境省）で電力消費全体に対する割合が０．９％と他国に比べて遅れて
おり、消費電力に対するエネルギー源の多様化が急務となっている。
　ついては、国におかれては、再生可能エネルギーの導入促進と実効性の
ある買取制度の実現に向け、十分な環境整備を図るよう要望する。
１　投資促進減税、省エネ・代替エネルギー減税などの拡充を実施し、再
　　生可能エネルギーの導入促進すること。
２　買取価格・期間の設定において、設定ルールを明確にし、将来の見通
　　しを示し、制度の予見可能性を高めること。
３　再生可能エネルギー発電事業に係る規制改革を確実に実施するととも
　　に、進捗状況の管理のための独立機関等を設置すること。
４　発送電分離の促進を図ること。
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委員会の管外行政視察報告

　平成 2４年７月 19 日と 20 日の２日間、千葉県柏市と東京都多摩市において、
研修を行いました。
　柏市での研修テーマは「放射線対策について」で、3.11 東日本大震災、東京電
力福島第１原発事故によるホットスポットとなった放射能汚染について、対策と
しては放射線量測定機を購入することと、除染は子ども関連の施設を先行的に実
施しているが、公園については対象が多いことから時間がかかっているとのこと。
　費用面では、すべての費用が法
に基づく補助対象とはなっていな
いことや、また、東電に対しても
求償中というもので、３カ年で約
45 億円が必要とのことでした。
　多摩市での研修テーマは、「公契
約条例について」で、公共工事等
の受注者が労働者に支払う賃金を、
最低賃金法のよる最低賃金より高
く設定するなどを規定するもので、
導入後の効果や課題等の研修を行
いました。

総務常任委員会

　平成 2４年８月２日と３日の２日間、千葉県香取市と流山市において、見やす
いタブロイド版広報紙の編集をテーマに研修を行いました。
　本市はページ内を 10 段組としていますが、香取市は８段組とされおり、一般質
問記事における議員一人あたりの原稿文字数は、本市の６割にも満たないもので
した。
　議会だよりを作成する上で最も気を配っていることは、読者に読みやすく感じ
てもらうということ、そのためには極力文字を少なくし、余白を多くすることで

あるというものでした。
　流山市は、同様にページ内を８段組で、
一般質問記事における議員一人あたり
の原稿文字数は、本市の２割程度とか
なり少ないものでした。
　紙面作成の目的は、読む気にさせる
議会だよりというものでした。
　また、先進的な情報通信機器を駆使し、
市民から寄せられる意見等の対応も積
極的に行われていました。

広報編集特別委員会


